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プロジェクトタイトル  
社会・生態システムの脆弱性とレジリアンス 
 
領域プログラム 「地球地域学」プログラム 
プロジェクトリーダー 梅津 千恵子 
ホームページ：  http://www.chikyu.ac.jp/resilience/ 
キーワード：レジリアンス，貧困， 社会・生態システム，資源管理，環境変動，脆弱性， 
人間の安全保障，半乾燥熱帯,  適応力 
 
1. 研究プロジェクトの全体像  
１) 目的と背景 
 
背景：貧困と環境破壊は密接に関係しており，貧困が環境破壊を生み，環境破壊が貧困を生むという悪循環を
生み出している。この悪循環は森林破壊や砂漠化などの「地球環境問題」の主原因の一つであると考えられて
いる。世界の貧困人口の大部分は集中するサブサハラ・アフリカや南アジアの半乾燥熱帯に集中し、伝統的な
コミュニティ（社会）や環境資源（生態）に強く依存して生業を営んでいる。これらの地域では、天水農業に
依存する人々の生活は環境変動に対して脆弱であり、植生や土壌などの環境資源は人間活動に対して脆弱であ
る。ゆえに，さまざまな環境変動に対する社会・生態システムのレジリアンスの低下は深刻な問題となり、シ
ステムの保全と強化は重要な課題となっている。よって，この「地球環境問題」の解決のためには，人間社会
および生態系が環境変動の影響（ショック）から速やかに回復すること（レジリアンス）が鍵となる。近年の
国際的な持続可能性や国際開発の議論の中でもレジリアンスは重要な要素として位置づけられている。 
 
目的：本プロジェクトでは，途上国地域の農村において，旱ばつや洪水などの環境変動に対する社会・生態シ
ステム、特に世帯の食料生産と消費システムのレジリアンスを高める方策を考えることを主目的とする。その
ため，まず，環境変動に対する人間活動を社会・生態システムの脆弱性とレジリアンスという観点からとらえ，
環境変動が社会・生態システムに及ぼす影響とそのショックから回復するメカニズムと対処戦略を明らかにす
る。また、具体的な事例から社会・生態レジリアンスの要因を特定するために，家計やコミュニティ，そして
社会制度が果たしている役割を分析する。これらレジリアンスの要因の特定とショックからの回復メカニズム
の解明を通じて，社会・生態レジリアンスの本質を明らかにする。そして，レジリアンスを高めるための方策
を議論し，途上国地域において人間の安全保障を醸成するための示唆を与える。調査対象地域は、ザンビア（南
部州、東部州）を中心とした半乾燥熱帯の旱ばつ常襲地帯である（図１）。 
 
２) 地球環境問題の解決にどう資する研究なのか？ 
 
環境変動の被害は社会経済的に脆弱なグループがまず被害を受ける。本プロジェクトでは，社会・経済シス
テムの脆弱性を「地球環境問題」として捉え，脆弱性を規定する要因を解明し，途上国農村で地域社会のレジ
リアンスを高める方策を提案することが「地球環境問題」の解決につながると考える。現地での実験、測定，
インタビュー、観察，分析を通してレジリアンスの鍵となる要素を検討し，その要素を用いて地域の生態系と
資源管理へのオプションを提示する。 
 
３) 領域プログラムにおける位置付け  
 
本プロジェクトは「地球地域学」プログラムの構成員として、概念、方法、地域を主体にした学際的統合研
究の開発・実施へ貢献している。プロジェクトメンバーが共有する概念はレジリアンス、方法はレジリアンス
への総合的アプローチ、地域は南部アフリカ・ザンビアの旱ばつ常襲農村地域である。レジリアンス研究は「地
球地域学」プログラムが掲げる「地域の知」のみならず、地球研がキーワードとして掲げる「人間と自然の相
互作用環」、「未来可能性」の実現に半乾燥熱帯地域の農村世帯のレジリアンスという具体的な事例で貢献する
ものである。 
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2. 全研究プロセスにおける本年度の課題と成果  
１) 本年度の研究課題 
 
気象観測装置の準備・設置、試験圃場の整備、広域世帯調査を継続しながら、南部州・東部州の主要調査地
にて、レジリアンスの要因に関する本格的な調査・観測を平成 19 年度 11 月の雨期から開始した。平成 21 年
度は調査・観測を継続しながら、2年目 2008/2009 年農作期の観測データの収集・整理・分析を行う。 
 
―ザンビア東部・南部州でそれぞれ実施している圃場試験において、メイズ収量の規定要因を明らかにする。
―2007 年 11 月（2007/08 年雨期の開始）より南部州のプロジェクトサイトで始めた家計調査，身体計測，降
水量測定を継続し，一方で降水量変動によるメイズ生産の増減が家計消費や栄養状況に及ぼす影響の分析に着
手する。さらに，農家圃場レベルの降水量変動とメイズ収量の関係を明らかにする目的で栽培試験を行う。 
―農村部の脆弱性増大に関わる農村地域内生業(農業、林業、牧畜業)および村外経済活動(出稼ぎ、ネットワ
ーク作り)に関する現地調査を継続し、さらに農村資源利用の根幹に関わる土地所有に関わる調査も実施する。
―南部州サイトにおいて2007年から2009年にかけて起こった環境変動に対する農民の生業活動の変化の時空
間把握と、同地域・同期間における食糧援助活動の把握、さらにそれらの相互作用の検討を実施する 
―南部州で実施されている調査グループの有機的な連携と統合を進める。 
―レジリアンスに関する概念とレジリアンス解明に向けた作業仮説の整理を行う。 
 
２）本年度に挙げ得た成果 
 
平成 21 年度は順調に 2 年目の 2008/2009 年農作期の調査・観測を終え、3 年目の 2009/2010 年農作期を迎え
たところである。 
 
―実証研究としてレジリアンスへどうアプローチするかをプロジェクト内で議論し、一定の方向性を決めた。
昨年度の発表会以降、農村世帯の食料消費(food consumption)と生計(livelihood)が旱ばつや洪水等のショッ
クから回復するメカニズムや速度を中心としてレジリアンスの研究を集約させることとした（図 2）。具体的
にはテーマ１ではメイズ収量から落ち込みの程度を把握し、テーマ２では食料消費・体重・皮下脂肪の回復か
らその速度を見る。テーマ３ではどう落ちたか、落ちないか、またどう回復したか、どのくらいの回復手段を
持つかを定性的に解析し世帯間の違いを比較し、テーマ４では時空間的に見た農村世帯の資源利用の可視化を
行なう。 
―東部州の試験では、開墾に伴う土壌養分の放出様式や雑草の生育が耕作年数によって異なった。1年目に比
べ 2年目のほうが、養分がメイズ生育の初期から放出されたり、雑草の生育が旺盛であった。その結果、両者
の効果が相殺され、最終的には 1年目と 2年目ではメイズ収量に違いが見られなかった。南部州の試験からは、
圃場の地形上の位置によって、メイズ収量の年次変動のパターンが異なることが示された。多雨年に収量がよ
かった斜面上部の圃場に対し、斜面下部の圃場では多雨年には減収がみられたが通常年には高い収量を得た。
―2007/08 年雨期は記録的な大雨であったが，圃場レベルの降水量調査より大雨の程度は家計ごとに異なるこ
とを明らかにし，さらに家計調査から大雨を受けた家計において食料消費が減少していることを明らかにし
た。身体計測からは，成人の体重の季節変動のパターンが確認された。 
―昨年まで実施した地域内生業調査と村外経済活動、さらに土地所有に関する調査結果をワーキングペーパー
として発表した。また農村社会の脆弱性に関する文献調査も進め理論的整理も行った。 
―2007/2008 年雨季に起こった多雨とその被害への対処行動について、サイト A, B, C それぞれで空間的に被害
状況を把握し、どの世帯に被害が大きかったか、もしくは、小さかったか、その地形的要因は何かを明らかに
した。さらに、現地調査を基に、農業面では被害を受けた畑でのトウモロコシの再播種、サツマイモやマメへ
の作付け転換をおこなう、非農業面では家畜販売、漁業、短期的賃労働に出るなどアクセス可能な現金獲得活
動をとるといった対処戦略(coping strategies)を世帯ごとで行なっていることを明らかにした。政府系の食糧援
助の配布世帯の決定プロセスに関するローカルレベルのデータを入手し、世帯調査対象地（サイト A, B）に
おける NGO（World Vision）の食糧と種子の援助配布対象者の特定を行うことができた。 
―レジリアンス研究会を 3 回、ワークショップを今年度 4 回開催。8 月 28 日に第 2 回ルサカ・ワークショッ
プ “Towards Resilience of Rural Households in Drought-prone Areas”を開催し、ザンビア及び近隣諸国
から多くの研究者、実務者、NGO の参加を得、農村社会のレジリアンスについての活発な議論を行った。3 月
1-3 日に津波ワークショップをシンガポールで開催した。 
―レジリアンス・ワーキングペーパー、007, 008, 009, 010 を刊行。またレジリアンス・アライアンスのレ
 146
ジリアンス・ワークブックを日本語に翻訳し、プロジェクト HP へ掲載した。プロジェクト報告書(FS, PR, FR1,
FR2, FR3)も掲載されている。http://www.chikyu.ac.jp/resilience/publication-W_e.html  
―IHDP Open Meeting 2009 ボン大会（4月開催）において、レジリアンスプロジェクトによる 2つの企画セッ
ション“Vulnerability and Resilience of Social-Ecological Systems in Rural Zambia”, “Vulnerability 
and Resilience in Coastal Zones” を実施し、8名のプロジェクトメンバーが参加し研究成果を発表した。
日本学術会議 IHDP 分科会・小委員会へプロジェクトメンバー3名が委員として参加することにより、国際的
な研究コミュニティに参画する基盤を作った。 
 
 
3.本年度の研究体制 
１) 研究体制 
 
４つのテーマについて研究を実施し，世帯，地域レベルから歴史的，空間的分析などを相互にリンクさせる。
特に自然科学分野の研究者との学際的研究により，科学的情報を社会科学の研究に応用できる研究者の参加を
得ている。特に今年度は「概念、方法、地域」を主体にした統合に重点を置き、その方法等を検討し、会合も
多く持った。研究や作業をスムーズに行うため必要に応じてワーキンググループ（WG）を作っている。現在ま
でに作られた WG は、ワークブック翻訳 WG、気象ステーション WG、データ統合 WG, Sinazeze WG 等である。 
予算はレンタカー費用の値上げにより調査費用が増加したため基本的に長期滞在を重点とし、また現地調査
員の住環境を整備する等して観測体制の強化を行った。 
 ルサカ・ワークショップの参加希望者が多く、予算の見込みを上回った。 
 
 
 
4.本年度の研究成果についての自己診断 
１) 目標以上の成果を挙げたと評価出来る点 
 
―南部州の試験から、メイズ収量の規定要因として有効土層の厚さが重要である可能性を指摘できた。 
―2007-2008 年の 2 年間の生業活動を世帯単位で調査・追跡することにより、多雨被害への対処戦略(coping 
strategies)を具体的に示したこと。サイト A・Bにおける援助対象者の個人名を特定することができ、他の世
帯調査やネットワーク調査との連携可能性が出てきた点。 
―レジリアンスの概念や具体例についてルサカ・ワークショップの開催を通じて地元の研究者や実務者がザン
ビア社会を例として考える機会を提供することができた。 
 
２） 目標に達しなかったと評価すべき点 
 
―今年度はまだ終わっていないが，集中世帯調査は現時点までに 2008/09 年雨期のデータの分析に着手できな
かった。 
―農業、林業に加え調査対象地の農村部において重要な生業の一つである牧畜業に関するデータの整理が遅れ
ている。 
 
３) 領域プログラムの研究戦略で得られた成果・課題 
 
本プロジェクトは「地球地域学」プログラムの構成員として、概念、方法、地域を主体にした学際的な統合研
究の開発・実施へ貢献している。レジリアンスは多様な撹乱やショックに対して柔軟に対応し、しなやかに回
復し、システムが自ら変革していく能力を重視する広範な概念であり、地球環境問題に対する多くのアプロー
チへ貢献することのできる可能性がある。第 2 期中期計画のイニシアティブの展開にとっても重要なキーワー
ドとなる。今後は地球研プロジェクトや他の研究機関との連携を深めていきたい。 
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5.昨年度発表会における質疑及び評価委員会コメントへの対応 
 
昨年度のプロジェクト発表会からのコメントへの対応 
―「レジリアンス」の概念とそのあり方を論じるための「指標」は何か？  
レジリアンスは文脈の中で捉えなければならない。つまり、何のための、何に対する、何のレジリアンスであ
るかが重要となる。プロジェクトで考えるレジリアンスは、旱ばつや洪水などの気候の変動に対する、食料消
費と生計のレジリアンスである。これは人間の安全保障が３つの生の中枢として考える生存(survival)、生計
(livelihood)、尊厳(dignity) を守るためのものである。よって中心となるのは世帯の食料消費のレベルである。
 
―レジリアンスが高い状態とは何か？ 
プロジェクトが中心課題とする、すなわち食料消費と生計の回復から捉えた、レジリアンスとは、旱ばつや洪
水のショックにより低下した食料消費とそれを支える農業生産と生計の回復がすみやかにできる世帯の能力
である。コミュニティのレベルでは行政や NGO へのアクセスと交渉力なども重要である。一般論としてレジ
リアンスが高い状況とは１．多様性、２．生態的変動、３．Modularity ４．ゆっくりと変化する変数を大切
にすること、５．堅固なフィードバック、６．社会的資本、７．革新、８、重層的ガバナンス、９．生態系サ
ービス、等を備えた社会である。(Walker and Salt, 2006; Simon Levin, 2000)  
 
―降雨量に対する農民の対応について 
降水量については平年という表現は妥当ではなく、平均があるのみである。平年、旱ばつ年、洪水年という３
つのフェーズで捉えているような印象を持たれたが、これは意図するところではない。たまたま初年度が洪水
年であったという事実でしかないので、数年の観測を継続しない限り比較することは難しい。 
 
評価委員会からのコメントへの対応 
―長期の雨量データの分析が不足している 
現地の長期観測は気象局の観測所と委託された voluntary station(VS)が実施しているが、現地観測を実
施しながら、調査地に近い VS のデータやその他の雨量データも入手しつつある。 
 
 
6．来年度以降への課題 
 
―レジリアンスの具体的な事例をフィールドの現場から考えることが重要である。 
―世帯調査・身体計測のデータの質を向上させながら、データ整備を行うことが重要となっている。データの
整備と同時にレジリアンスの要因の定性的・定量的解明を重点的に実施する予定である。 
―来年度は気象観測、圃場実験、世帯調査を継続し、データを蓄積・整理・分析する予定である。 
―特に１年目の 2007/2008 は洪水年であったが、2008/2009 年も比較的雨量は多かった。平均年の観測との
比較が重要であるが、来年度は 2009/2010 年農作期のデータを分析し、3 農作期での比較を行いたい。 
―地球地域学プログラムの課題のひとつに「調査地域住民への対応」があるが、調査世帯へのプロジェクトか
らの情報のフィードバック（雨量、身体計測）を可能な限り継続的に実施する。 
―最終年度の国際シンポジウム、地球研フォーラムと出版に向けた研究計画を今年度中に作成し、具体的な作
業ワークショップを開催する予定である。 
―IRI 等の国際的な研究機関との連携：IHDP, Stockholm Resilience Center, IRI-Columbia Univ./NOAA
等の研究機関との連携を今後強めて行きたい。 
―レジリアンスは広範な概念であり、地球環境問題に関する多くの研究課題を取り組むことができる。第 2
期中期計画のイニシアティブの展開にとっても重要なキーワードとなる可能性がある。今後は他のプロジェ
クトとの連携を強め、レジリアンス概念の応用可能性について所内外との議論を深めて行きたい。 
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7．年次進行表 
 H17 FS H18 PR H19 FR1 H20 FR2 H21 FR3 H22 FR4 H23 FR5 
分析手法の確立 xxx xx xx x    
ザンビア        
I. 生態レジリアンス x xx xxx xxx xxx xxx x 
II. 環境変動と農家世帯 x xxx xxx xxx xxx xxx x 
III. 脆弱性と制度・歴史 xx xx xxx xxx xxx xxx xxx 
IV. 広域と統合解析 x xx xxx xxx xxx xxx xxx 
インド  x x x x   
ブルキナファソ   x x x   
国際ワークショップ   x  x  x 
報 告 書 FS 報告 PR 報告 年度報告 中間報告 年度報告 年度報告 最終報告
 
図１．半乾燥熱帯と調査対象地域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．レジリアンスへのアプローチ 
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E-04 (FR3) プロジェクトメンバー表　（平成21年度） 2010.2.7
氏名 フリガナ 所属 サブ所属 職名 専門分野 役割分担
ﾘｰﾀﾞｰ 梅津　千恵子 ウメツ　チエコ 総合地球環境学研究所 研究部 准教授 環境資源経済学 地域経済分析・農村調査
A 谷内　茂雄 ヤチ　シゲオ 京都大学生態学研究センター  准教授 数理生態学 アドバイザー
Theme I
○ 真常　仁志 シンジョウ　ヒトシ 京都大学大学院農学研究科 地域環境科学専攻土壌学分野 助教 土壌資源学 土壌有機物の分解・肥沃度測定
安藤　薫 アンドウ　カオル 京都大学農学研究科 地域環境科学専攻土壌学分野 大学院生 土壌資源学 土壌有機物の分解・肥沃度測定
柴田昌三 シバタ　ショウゾウ 京都大学フィールド科学教育研究センター 上賀茂試験地　 教授 森林生態 樹木構成種調査
○ 田中　樹 タナカ　ウエル 京都大学大学院地球環境学堂 陸域生態系管理論分野 准教授 境界農学 土地利用とリスク管理の仕組み
三浦励一 ミウラ レイイチ 京都大学大学院農学研究科 農学専攻雑草学分野 講師 雑草学 草本群落構成種調査
○ 宮嵜英寿 ミヤザキ ヒデトシ 総合地球環境学研究所 研究部 プロジェクト研究員 土壌資源学 土地利用・履歴調査
宮下　昌子 ミヤシタ　マサコ 京都大学大学院地球環境学堂 陸域生態系管理論分野 大学院生 境界農学 土地利用とリスク管理の仕組み
○ Moses Mwale Mt. Makulu Central Research Station, Zambia Agriculural Research Station Ministry of Agriculture and Cooperatives Vice Director 土壌学 土壌分析
Theme II
○ 櫻井　武司 サクライ　タケシ 一橋大学経済研究所 日本・アジア経済研究部門 教授 開発経済学 農村世帯調査
菅野洋光 カンノヒロミツ （独）農業・食品産業技術総合研究機構　東北農業研究センター やませ気象変動研究チーム チーム長 気候学・農業気象学 気象観測
下野　裕之 シモノ　ヒロユキ 岩手大学農学部 農学生命課程 准教授 作物学 作物モデル化
山内太郎 ヤマウチ タロウ 北海道大学大学院保健科学研究院 保健科学専攻 准教授 人類生態学 成長、栄養状態と健康の評価
今　小百合 コン　サユリ 北海道大学大学院保健科学研究院 保健科学専攻 大学院生 人類生態学 成長、栄養状態と健康の評価
Theme III
○ 島田　周平 シマダ　シュウヘイ 京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科 アフリカ地域研究専攻 教授 環境地理学 農村社会・制度調査
荒木美奈子 アラキ　ミナコ お茶の水女子大学文教育学部 グローバル文化学環 准教授 開発学 農村社会・制度調査
○ 石本　雄大 イシモト　ユウダイ 総合地球環境学研究所 研究部 プロジェクト研究員 生態人類学 救荒作物と農村世帯  　
伊藤千尋 イトウ チヒロ 京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科 アフリカ地域研究専攻 博士課程 人文地理 農村の出稼ぎ労働
○ 岡本　雅博 オカモト　マサヒロ 総合地球環境学研究所 研究部 プロジェクト研究員 人類学、地域研究 農村社会・生業調査
姜　　 明江 キョウ　アキエ 京都大学大学院アジアアフリカ地域研究研究科 アフリカ地域研究専攻 博士課程 緩和医療学 やまいの共生とケア
児玉谷史朗 コダマヤ シロウ 一橋大学大学院社会学研究科 総合社会科学専攻 教授 アフリカ社会学 農業生産と社会変容
成澤　徳子 ナリサワ　ノリコ 京都大学大学院アジアアフリカ地域研究研究科 アフリカ地域研究専攻 博士課程 ジェンダー人類学 農村女性の現金稼得 　
半澤和夫 ハンザワ カズオ 日本大学生物資源科学部 国際地域開発学科 教授 農業経済 農村世帯調査
Gear M. Kajoba University of Zambia Department of Geography Senior Lecturer 地理学 土地制度と食料安全保障
Chileshe Mulenga University of Zambia Institute of Economic and Social Research (INESOR) Senior Lecturer 経済地理学 社会行動分析
Theme IV
○ 吉村　充則 ヨシムラ　ミツノリ (財）リモート・センシング技術センター 　 副主任研究員 リモートセンシング 生態変移モニタリング
梅津　千恵子 ウメツ　チエコ 総合地球環境学研究所 研究部 准教授 環境資源経済学 地域経済分析・農村調査
 佐伯　田鶴 サエキ　タヅ 国立環境研究所 地球環境研究センター NIESアシスタントフェロ大気物理学 気候モニタリング
松村圭一郎 マツムラ　ケイイチロウ 京都大学大学院人間・環境学研究科 文化地域環境論講座 助教 文化人類学 農村社会と土地所有
山下　恵 ヤマシタ　メグミ 学校法人　近畿測量専門学校 講師 地理情報学 植生モニタリング
○ Thamana Lekprichakul 総合地球環境学研究所 研究部 プロジェクト上級研究員 医療経済学 農村世帯調査・分析
India
○ K. Palanisami International Water Management Institute  IWMI-TaTa Program Program Coordinator 農業経済学 農村世帯調査・分析
○ 久米　崇 クメ　タカシ 総合地球環境学研究所 研究部 プロジェクト上級研究員 土壌水文学 津波被害調査
谷田貝亜紀代 ヤタガイ　アキヨ 総合地球環境学研究所 研究部 助教 気象・気候学 モンスーン降雨分析
C.R Ranganathan Tamilnadu Agricultural University Department of Mathematics Professor 数理モデル 社会経済モデル分析
B. Chandrasekaran Tamilnadu Agricultural University Directorate of Research Director 作物学 米作影響評価
V. Geethalakshmi Tamilnadu Agricultural University Department of Agricultural Meteorology Professor 農業気象学 モンスーン降雨分析
Burkina Faso
Kimseyinga Savadogo University of Ouagadougou Department of Economics Professor 経済学 家計調査データ分析
Tom Evans Indiana University Department of Geography Associate Professor geography agent-based modelling
　○＝コアメンバー; A = アドバイザー
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